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雪対策協議会の活動

「全国雪対策連絡協議会」は、200を超える雪センター
の市町村会員からなる組織で、13の道県に雪対策協議
会が設置されております。
各道県の協議会は日頃から「会員相互の情報交換・意

見交換」を行っておりますが、雪センターとしてはこれ
らの情報交換・意見交換が有効に行われるように、場の
設定や機会を設けると共に、適宜「情報の提供」を行っ
ております。また、各協議会の活動に対して支援金を配
布しております。
このような通常の活動に加えて、協議会が自主的に個

別的な活動を行う場合には、支援金を配布してその活動
を支援しています。自主的・個別的な活動としては、例
えば講師を招いての講演会・研修やシンポジウム、関係
者が一堂に会した意見交換会、対外的な広報活動等、
様々なものが考えられます。このような活動により、職
員の資質の向上が図られるとともに、会員市町村相互の
情報共有が行われ、連携・協力体制を強めることが出来
ます。この他にも色々な活動が考えられると思います
が、各協議会の積極的な取組みを、雪センターとして強
力に支援して行こうと思っております。

市町村の意見・要望の集約と要望活動
昨今の雪対策をめぐる状況を見ますと、気候変動によ

る局所的・集中的降雪や記録的豪雪の多発、少子高齢
化・過疎化による住民の雪に対する対応力・協力体制の
弱体化等、深刻な課題が生じております。これらの課題
を抱えた市町村が個々に対応して行くには限界があり、
力を合わせて連携・協力して取組む必要があります。
各道県の雪対策協議会の会員となっている市町村は、

日頃から情報交換や意見交換を行っておりますが、各協
議会において出された意見・要望を実現していくには、
それらを取りまとめて、関係機関に訴えて行く必要があ
ります。
雪センターは、各道県の協議会を通じて出された意見

や要望を集約して要望書を作成し、200を超える市町村

からなる全国雪対策連絡協議会として、毎年夏と秋に関
係機関に要望活動を行っております。
関係機関は、200を超える市町村の要望であるという

認識をもって頂き、要望内容を十分に尊重し、理解した
うえで、その実現に尽力して頂いております。

関係機関への要望活動の実施
本年度の夏の要望活動は、7月13日の総会後に行い

ましたが、その結果については機関誌128号で既に報告
致しております。
秋の要望活動は、11月9日に実施致し、6名の市町村

長を含む20市町村が参加されました。
要望活動の実施に当たっては、事前に雪センターが関

係部局に趣旨を説明し、対応を御願いしておりますの
で、要望先においては、充分な時間をとって対応して頂
き、直接要望の趣旨を伝え、理解をして頂き、大きな成
果を上げる事が出来ました。これらが今後の「予算の拡
大」、「新たな施策、制度の創設」にもつながって行く事
と思われます。
以下、その内容を報告致します。

公益社団法人　雪センター

全国雪対策連絡協議会　秋の要望活動の報告
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８．雪対策施設の整備と維持・管理・更新への支援の拡大
雪対策施設の整備と維持・管理に対する財政的支援 (消融流雪施設、雪置き場、防護柵、雪対策ダム等)

降雪や低温による道路及び道路施設の損傷等に伴う維持修繕の地方負担の更なる軽減

９．雪対策の担い手の確保と育成
地元建設業者等の存続のための施策の推進 （人材確保、オペレータの育成、除雪機械の確保）

少雪時も含め、適正な利潤が確保できる施策の推進 （実態に配慮した発注、積算・契約・仕様、少雪時の支援）

建設業の合併を促す施策の推進

１０．雪国の魅力を活かした地域の発展の推進
親雪・利雪による産業の振興及び地域活性化の推進

観光、イベント、特産物等による地域の活性化の取組への支援

１１．技術開発と情報化による雪対策の推進
雪対策の効率化、省力化、コスト縮減に対する支援の充実 （ICT、ＡＩ技術、DXの推進、自動運転、新技術の導入等）

除排雪作業の負担軽減、環境改善・安全確保のための調査研究、技術開発の推進

利雪、克雪、雪害防止等の調査研究、技術開発の推進

雪に関する気象観測、予警報、情報通信システムの構築整備の促進

令和４年11月 9日

全 国 雪 対 策 連 絡 協 議 会

会 長 青森県青森市長 小野寺晃彦

副 会 長 北海道滝川市長 前田 康吉

副 会 長 新潟県長岡市長 磯田 達伸

副 会 長 岐阜県高山市長 田中 明

理 事 北海道小樽市長 迫 俊哉

理 事 岩手県盛岡市長 谷藤 裕明

理 事 宮城県蔵王町長 村上 英人

理 事 秋田県秋田市長 穂積 志

理 事 福島県会津若松市長 室井 照平

理 事 富山県舟橋村長職務代行 松本 良樹

理 事 石川県金沢市長 村山 卓

理 事 福井県大野市長 石山 志保

監 事 山形県新庄市長 山尾 順紀

監 事 長野県飯山市長 江沢 岸生
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